
山梨県肝炎治療助成事業実施要綱一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

山梨県肝炎治療助成事業実施要綱 

 

第１条～第２条  （略） 

第３条 

対象医療は、Ｃ型ウイルス性肝炎の根治を目的として行われるインターフェ

ロン治療とインターフェロンフリー治療及びＢ型ウイルス性肝炎に対して行

われる核酸アナログ製剤とインターフェロン治療（以下「肝炎治療」という。）

で、保険適用となっているものとする。 

２ 対象医療費は、肝炎治療費の費用、当該治療に係る初診料、再診料、検査料、

入院料等とする。ただし、肝炎治療との関係が認められない場合は、この限り

でない。 

（削除） 

 

第４条 
対象者は、県内に住所を有し、前条に掲げる対象医療を必要とする患者であ

って、医療保険各法（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８

０号）に規定する医療保険各法をいう。以下同じ。）の規定による被保険者又

は被扶養者並びに高齢者の医療の確保に関する法律の規定による被保険者の

うち、保険医療機関等（健康保険法（大正１１年法律第７０号）に規定する保

険医療機関又は保険薬局をいう。以下同じ。）において当該疾患に関する医療

保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律の規定による医療に関する給

付を受けている者とする。ただし、他の法令等の規定により国又は地方公共団

体の負担による医療に関する給付が行われる患者は除くものとする。 
２ 前項の対象医療を必要とする患者（第８条第５項において「対象患者」とい

う。）の認定基準は、別紙１に定めるとおりとする。 
第５条～第７条  （略） 
 
第８条 

医療費の給付を受けようとする者は、肝炎治療受給者証交付申請書（様式第

山梨県肝炎治療助成事業実施要綱 

 

第１条～第２条 （略） 

第３条 

対象医療は、Ｃ型ウイルス性肝炎の根治を目的として行われるインターフェ

ロン治療とインターフェロンフリー治療及びＢ型ウイルス性肝炎に対して行

われる核酸アナログ製剤とインターフェロン治療（以下「肝炎治療」という。）

で、保険適用となっているものとする。 

２ 対象医療費は、肝炎治療費の費用、当該治療に係る初診料、再診料、検査料、

入院料等とする。ただし、肝炎治療との関係が認められない場合は、この限り

でない。 

３ 認定の基準は別紙１に定めるものとする。 

 

第４条 
対象者は、県内に住所を有し、前条に掲げる対象医療を必要とする患者であ

って、医療保険各法（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８

０号）に規定する医療保険各法をいう。以下同じ。）の規定による被保険者又

は被扶養者並びに高齢者の医療の確保に関する法律の規定による被保険者の

うち、保険医療機関等（健康保険法（大正１１年法律第７０号）に規定する保

険医療機関又は保険薬局をいう。以下同じ。）において当該疾患に関する医療

保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律の規定による医療に関する給

付を受けている者とする。ただし、他の法令等の規定により国又は地方公共団

体の負担による医療に関する給付が行われる患者は除くものとする。 
（新設） 
 
第５条～第７条  （略） 
 
第８条 

医療費の給付を受けようとする者は、肝炎治療受給者証交付申請書（様式第



３号。以下「交付申請書」という。）に、肝炎治療受給者証の交付申請に係る

診断書（様式第４号から様式第４号の８）（以下｢診断書｣という。）、肝疾患診

療連携拠点病院に常勤する日本肝臓学会肝臓専門医の意見書（様式第４号の

９）（必要な場合に限る。）、申請者及び申請者と同一の世帯に属するすべての

者について記載のある住民票の写し、申請者及び申請者と同一の世帯の属する

者の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税の課税年

額を証明する書類、知事が申請内容の審査に必要と認める書類等を添えて知事

に提出するものとする。この場合において、マイナンバーを用いた情報連携を

実施することが可能な場合には、これらの提出書類の一部を省略することがで

きる。 
２ 前項において、核酸アナログ製剤治療に係る更新申請を行う場合は、添付資

料チェックリスト（様式第４号の４－１）に前回の認定又は、更新時以降に実

施された直近の検査内容及び治療内容が分かる資料を添付することで医師の

診断書（様式４号の４）に代えることができるものとし、郵送によることも可

能とする。 
 
３ 医療保険の加入関係の確認は、マイナンバーを用いた情報連携を実施するこ

とで行うものとする。ただし、情報連携を実施することが難しい場合について

は、申請者等が加入する医療保険の保険者から交付された「資格情報のお知ら

せ」若しくは「資格確認書」又はマイナポータルからアクセスできる医療保険

の「資格情報画面」（あらかじめマイナポータルからダウンロードした医療保

険の資格情報のＰＤＦファイルを表示した画面を含む。）により確認を行う。

なお、経過措置として、令和６年１２月１日時点で発行されている健康保険証

は最大で１年間、従前のとおり使用することが可能であることから、それまで

の間は、住所や負担割合等に変更がない限り、健康保険証による確認も可能と

する。 
４ 前項の診断書は、第３条第１項に定める対象医療を適切に行うことができる

内科・消化器科等の保険医療機関が発行したものとする。 
５ 知事は、保険医療機関が発行する医師の診断書を基に、別紙１に定める認定

基準により対象患者の認定を行うものとする。 
６ 前項の認定に当たっては、事業の適正かつ円滑な実施を図るため、別に定め

る肝炎医療費助成認定審査協議会（以下「協議会」という。）により審査を行

うものとする。 
７ 知事は、協議会の審査を経て適当と認めたときは肝炎治療受給者証（様式第

３号。以下「交付申請書」という。）に、肝炎治療受給者証の交付申請に係る

診断書（様式第４号から様式第４号の８）（以下｢診断書｣という。）、肝疾患診

療連携拠点病院に常勤する日本肝臓学会肝臓専門医の意見書（様式第４号の

９）（必要な場合に限る。）、申請者及び申請者と同一の世帯に属するすべての

者について記載のある住民票の写し、申請者及び申請者と同一の世帯の属する

者の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税の課税年

額を証明する書類及び申請者の氏名が記載された被保険者証等の写しを添え

て知事に提出するものとする。 
 
 
なお、核酸アナログ製剤治療に係る更新申請を行う場合は、添付資料チェッ

クリスト（様式第４号の４－１）に前回の認定あるいは、更新時以降に実施さ

れた直近の検査内容及び治療内容が分かる資料を添付することで医師の診断

書（様式４号の４）に代えることができるものとする。 
また、核酸アナログ製剤治療の更新の申請に係る申請書類の提出について

は、郵送によることも可能とする。 
（新設） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 前項の診断書は、第３条に定める対象医療を適切に行うことができる内科・

消化器科等の保険医療機関が発行したものとする。 
３ 知事は、保険医療機関が発行する医師の診断書を基に、対象患者の認定を行

うものとする。 
４ 前項の認定に当たっては、事業の適正かつ円滑な実施を図るため、別に定め

る肝炎医療費助成認定審査協議会（以下「協議会」という。）により審査を行

うものとする。 
５ 知事は、協議会の審査を経て適当と認めたときは肝炎治療受給者証（様式第



５号から第５号の５まで。以下「受給者証」という。）及び肝炎治療受給者自

己負担限度額管理票（様式第６号。以下「管理票」という。）を申請者に交付

するものとし、不適当と認めたときは肝炎治療受給者証交付申請不承認通知書

（様式第７号）を申請のあった各保健福祉事務所又は甲府市保健所（以下、こ

れらを「保健所」という。）を通じて申請者に通知するものとする。 
 
第９条～第１４条  （略） 
 
第１５条 

この要綱の規定により知事に提出する書類は、住所地（保険医療機関等にあ

っては所在地）を管轄する保健所を経由して提出するものとする。 
 
第１６条～第１７条  （略） 
附 則 
 この要綱は、平成２０年 ４月 １日から施行する。 
 この要綱は、平成２１年 ４月 １日から施行する。 
 この要綱は、平成２２年 ４月 １日から施行する。 
 この要綱は、平成２３年１０月１１日から施行し、平成２３年 ９月２６日か

ら適用する。 
 この要綱は、平成２４年 １月 ４日から施行し、平成２３年１１月２５日か

ら適用する。 
 この要綱は、平成２５年 ３月２８日から施行し、平成２５年 ４月 １日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２６年 １月１４日から施行し、平成２５年１１月１９日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２６年 ９月２５日から施行し、平成２６年 ９月 ２日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２６年１２月２５日から施行し、平成２６年１２月１５日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２７年 ６月１９日から施行し、平成２７年 ６月 ９日か

ら適用する。ただし、インターフェロンフリー治療のうちソホスブビル及びリ

バビリン併用療法については、平成２７年 ５月２０日から適用する。 
この要綱は、平成２７年 ９月２４日から施行し、平成２７年 ８月３１日か

ら適用する。ただし、インターフェロンフリー治療不成功後のインターフェロ

５号から第５号の５まで。以下「受給者証」という。）及び肝炎治療受給者自

己負担限度額管理票（様式第６号。以下「管理票」という。）を申請者に交付

するものとし、不適当と認めたときは肝炎治療受給者証交付申請不承認通知書

（様式第７号）を申請のあった保健福祉事務所（支所を含む。以下「保健福祉

事務所等」という。）を通じて申請者に通知するものとする。 
 
第９条～第１４条  （略） 
 
第１５条 

この要綱の規定により知事に提出する書類は、住所地（保険医療機関等にあ

っては所在地）を管轄する保健福祉事務所等を経由して提出するものとする。 
 
第１６条～第１７条  （略） 
附 則 
 この要綱は、平成２０年 ４月 １日から施行する。 
 この要綱は、平成２１年 ４月 １日から施行する。 
 この要綱は、平成２２年 ４月 １日から施行する。 
 この要綱は、平成２３年１０月１１日から施行し、平成２３年 ９月２６日か

ら適用する。 
 この要綱は、平成２４年 １月 ４日から施行し、平成２３年１１月２５日か

ら適用する。 
 この要綱は、平成２５年 ３月２８日から施行し、平成２５年 ４月 １日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２６年 １月１４日から施行し、平成２５年１１月１９日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２６年 ９月２５日から施行し、平成２６年 ９月 ２日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２６年１２月２５日から施行し、平成２６年１２月１５日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２７年 ６月１９日から施行し、平成２７年 ６月 ９日か

ら適用する。ただし、インターフェロンフリー治療のうちソホスブビル及びリ

バビリン併用療法については、平成２７年 ５月２０日から適用する。 
この要綱は、平成２７年 ９月２４日から施行し、平成２７年 ８月３１日か

ら適用する。ただし、インターフェロンフリー治療不成功後のインターフェロ



ンフリー治療に対する助成については、別途通知において示す日から開始する

こととする。 
（別途通知において示す日＝平成２７年１２月１日） 
この要綱は、平成２７年１１月３０日から施行し、平成２７年１１月２６日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２８年 ６月 １日から施行する。 
この要綱は、平成２８年１２月１４日から施行し、平成２８年１１月１８日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２９年 ２月２８日から施行し、平成２９年 ２月１５日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２９年１１月３０日から施行し、平成２９年１１月２２日か

ら適用する。 
この要綱は、平成３０年 ４月２０日から施行し、平成３０年 ４月 １日か

ら適用する。 
この要綱は、平成３１年 ４月１９日から施行し、平成３１年 ２月２６日か

ら適用する。 
この要綱は、令和７年１月２４日から施行し、令和６年１２月２日から適用す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ンフリー治療に対する助成については、別途通知において示す日から開始する

こととする。 
（別途通知において示す日＝平成２７年１２月１日） 
この要綱は、平成２７年１１月３０日から施行し、平成２７年１１月２６日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２８年 ６月 １日から施行する。 
この要綱は、平成２８年１２月１４日から施行し、平成２８年１１月１８日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２９年 ２月２８日から施行し、平成２９年 ２月１５日か

ら適用する。 
この要綱は、平成２９年１１月３０日から施行し、平成２９年１１月２２日か

ら適用する。 
この要綱は、平成３０年 ４月２０日から施行し、平成３０年 ４月 １日か

ら適用する。 
この要綱は、平成３１年 ４月１９日から施行し、平成３１年 ２月２６日か

ら適用する。 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別紙様式第１号）  （略） 
（別紙様式第２号） 

 

 
 

（別紙様式第１号）  （略） 
（別紙様式第２号） 

 

 
 
 



（別紙様式第３号）（表面） 

 
（別紙様式第３号）（裏面）  （略） 

（別紙様式第３号）（表面） 

 

（別紙様式第３号）（裏面）  （略） 



（別紙様式第４号）（表面）  （略） 
（別紙様式第４号）（裏面） 

 

（別紙様式第４号）（表面）  （略） 
（別紙様式第４号）（裏面） 

 



（別紙様式第４号の２）（表面）  （略） 
（別紙様式第４号の２）（裏面） 

 
 

（別紙様式第４号の２）（表面）  （略） 
（別紙様式第４号の２）（裏面） 

 
 



（別紙様式第４号の２－１）（表面）  （略） 
（別紙様式第４号の２－１）（裏面） 

 
（別紙様式第４号の３）（表面）  （略） 

（別紙様式第４号の２－１）（表面）  （略） 
（別紙様式第４号の２－１）（裏面） 

 

（別紙様式第４号の３）（表面）  （略） 



（別紙様式第４号の３）（裏面） 

 
（別紙様式第４号の４）（表面）  （略） 

（別紙様式第４号の３）（裏面） 

 
（別紙様式第４号の４）（表面）  （略） 



（別紙様式第４号の４）（裏面） 

 
（別紙様式第４号の４－１）  （略） 

（別紙様式第４号の４）（裏面） 

 
（別紙様式第４号の４－１）  （略） 



（別紙様式第４号の７）（表面）  （略） 
（別紙様式第４号の７）（裏面） 

 
（別紙様式第４号の８）（表面）  （略） 

（別紙様式第４号の７）（表面）  （略） 
（別紙様式第４号の７）（裏面） 

 
（別紙様式第４号の８）（表面）  （略） 



（別紙様式第４号の８）（裏面） 

 
（別紙様式第４号の９）  （略） 

（別紙様式第４号の８）（裏面） 

 
（別紙様式第４号の９）  （略） 



（別紙様式第４号の１０）（表面）  （略） 
（別紙様式第４号の１０）（裏面） 

 
 

（別紙様式第４号の１０）（表面）  （略） 
（別紙様式第４号の１０）（裏面） 

 
 



（別紙様式第８号） 

 
（別紙様式第９号）～（別紙様式第１３号）  （略） 

（別紙様式第８号） 

 
（別紙様式第９号）～（別紙様式第１３号）  （略） 

 


